
主 文

１ 被告は，原告Ａに対し，１億１７８１万０４４９円及びこれに対する平成

１７年５月２４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 被告は，原告Ｂに対し，２２０万円及びこれに対する平成１７年５月２４

日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

３ 被告は，原告Ｃに対し，２２０万円及びこれに対する平成１７年５月２４

日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

４ 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

５ 訴訟費用は，被告に生じた費用の３分の１と原告Ａに生じた費用は，これ

を各１０分し，その各３を原告Ａの負担とし，その余を被告の負担とし，被

告に生じたその余の費用と原告Ｂ及び原告Ｃに生じた費用は，これを各５分

し，その各３を原告Ｂ及び原告Ｃの負担とし，その余を被告の負担とする。

６ この判決は，第１項ないし第３項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 被告は，原告Ａに対し，１億７１１６万９３２０円及びこれに対する平成１

７年５月２４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 被告は，原告Ｂに対し，５５０万円及びこれに対する平成１７年５月２４日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

３ 被告は，原告Ｃに対し，５５０万円及びこれに対する平成１７年５月２４日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要

本件は，公立高校に在籍し体操部に所属していた原告Ａが，被告職員である

同校体操部顧問教諭の指導の下で，同校体育館で平行棒の技の練習中に着地の

際に床で頭部を強打し傷害を負った事故（以下「本件事故」という。）につき，

本件事故は顧問教諭が果たすべき注意義務を怠った結果起きたとして，原告ら



が，被告に対し，国家賠償法１条１項に基づき，本件事故による各損害賠償金

（原告Ａにつき治療費・慰謝料等合計１億７１１６万９３２０円，同原告の両

親である原告Ｂ及び原告Ｃにつき慰謝料及び弁護士費用として各５５０万円）

並びにこれらに対する平成１７年５月２４日（不法行為の日）から支払済みま

で民法所定の年５分の割合による各遅延損害金の支払を求めた事案である。

１ 前提事実（争いのない事実を除き，認定に用いた証拠は括弧内に示す。）

（１）当事者等

ア 原告Ａ（平成元年３月２９日生。）は，平成１７年５月当時，大阪市立

Ｄ高等学校（以下「本件高校」という。）の２年生に在籍し，体操部に所

属していた。

   原告Ｂは原告Ａの父であり，原告Ｃは，原告Ａの母である。

イ Ｅ（以下「Ｅ教諭」という。）は，被告の職員であり，平成１７年５月

当時，本件高校の教諭であり，体操部の顧問を務めていた。

（２）本件事故の発生

  本件事故が発生した平成１７年５月２４日は，本件高校の中間考査期間中

ではあったが，大阪高校選手権大会兼全国・近畿大会予選会が迫っていたた

め，同大会に参加予定の原告Ａを含めた体操部部員は，中間考査終了後，午

後３時まで自主練習を行うこととなっていた。

  そこで，原告Ａは，午後２時ころ，本件高校の体育館において，Ｅ教諭の

指導の下，平行棒でＣ難度の「後方抱え込み２回宙返り下り」（以下「本件

技」という。）の試技を行ったところ，Ｅ教諭がマット上で着地を補助した

ものの，本件技自体は一連の流れとして成功した。Ｅ教諭は，成功の感覚を

忘れないようにするため，直ちに再度の試技を行うことを勧め，原告Ａもこ

れに同意して本件技の２回目の試技を行った。

  本件技の２回目の試技中，倒立時に原告Ａの身体が背中方向に傾き，両手

が前方に動いたが，Ｅ教諭は「試合ではよくあることだからいけ」と声をか



け，原告Ａも姿勢を立て直して試技を続行したところ，身体が空中上方に浮

かずに前方に飛び出す形となり，原告Ａは，前のめりの体勢で足から着地し

たためマット上で静止することができず，そのまま前方に倒れて体育館の床

で前頭部を強打し，その結果，原告Ａが頚髄損傷の傷害を負った本件事故が

発生した。

（３）本件事故時に使用していた平行棒は，高さ１．８メートル，長さ３．５メ

ートル，支柱から支柱までの長さ２．３メートルであり，平行棒の左側（本

件事故において原告Ａが飛び出した方向を基準とする。以下同じ。）には，

白色のセーフティマット２枚（縦３メートル・横２メートル・高さ３０セン

チメートルのものと縦３メートル・横２メートル・高さ１５センチメートル

のもの）を重ねて設置していた。

  平行棒の真下には，緑色のマット（縦３．７メートル・横４４センチメー

トル・高さ５センチメートル）が縦に設置されており，その右側には青色の

マット（縦２メートル・横１．２５メートル・高さ８センチメートル）２枚

を一部重ねたものが，上記緑色のマットに重ねる形で設置されていた。

                  （乙３の１ないし３，弁論の全趣旨）

２ 争点及び当事者の主張

（１）被告の責任

ア 原告Ａの技量及び本件技の習熟度等

（原告らの主張）

原告Ａは，平成１７年４月以前は，平行棒の技としては，Ａ難度の「後

方抱え込み１回宙返り下り」を行っており，また，Ｂ難度の「後方抱え込

み１回宙返り下り半分ひねり」を試す程度であり，同年３月中旬ころに，

ピット（床の開口部にスポンジ等の緩衝材を詰めたもの）設備を備えたＦ

大学で練習を行った際にも，Ｃ難度の本件技を行ったことはなかった。

その後，原告Ａは，同年４月中旬ころ，Ｇ高等学校（以下「Ｇ高校」と



いう。）において，ピットを用いた練習をした際に初めて本件技に挑戦し

たところ，１回半程度回転してピットの上に後頭部から着地する程度のこ

とができたため，その後の目標を本件技に設定し，これを練習するように

なった。

しかしながら，本件高校での平行棒の練習は週に２回程度であり，本件

高校にはピットの設備はなく，セーフティマットも不足していたため，原

告Ａは，箱の上にマットを載せ，その上に着地する方法で本件技の練習を

行っており，また，縦と横に置いた箱の上に，後方を低くする形で斜めに

マットを置き，その上に背中から着地して後転する方法（背落ち後転練

習）で本件技のイメージをつかむ練習を行っていた。

以上のとおり，本件技はＣ難度の高度なものであるのに対し，本件事故

時における原告Ａの本件技の習熟度は，練習期間は１か月程度で，本件事

故直前の試技で初めて本件技を成功させたばかりの極めて低い状況であっ

た。

さらに，原告Ａは，平行棒の演技で倒立からスイングに入る際，肩が前

方に出る癖が原因で，しばしば着地で身体が前方に飛び出すことがあり，

Ｅ教諭も原告Ａの上記癖を認識していた。

（被告の主張）

原告Ａは，平成１６年１１月の大阪高校新人大会後に，平成１７年５月

開催の大阪高校選手権大会兼全国・近畿大会予選会に向けて本件技を目標

に設定しており，Ｅ教諭は，本件技はＣ難度の下り技としてはポピュラー

なもので，原告Ａが中学時代にも体操クラブに所属し，平行棒に関して優

れた技術を有しており，中でも体操の基本的な技術である「突き手」が非

常に上手であって空中で身体をより高く位置することができたことから，

本件技の習得が可能であり，安全上問題がないと判断し，これを目標とす

ることを承認した。



その後，原告Ａは，本件技を６段階に分けて，週２回１６０分程度をそ

の練習に当てた結果，平成１７年３月中旬には第５段階までをほぼマスタ

ーし，同年４月中旬ころ，Ｇ高校で練習した際にも，ピットを着地地点と

して本件技を２回成功させた。その後，原告Ａは，第５段階までの練習で

の失敗がほぼ見られなくなったことから，４月中旬にピットを着地地点と

する本件技を成功させた後の早い段階から，試技をしてみることをＥ教諭

と話し合っていた。

以上のとおり，本件技を目標とすることは原告Ａの技術からは相当であ

ったし，実際，原告Ａは半年以上，段階的に練習を積んできており，本件

事故の１か月前にはピットを使用して本件技を２回成功させ，さらに本件

事故の直前には試技も成功させているのであり，本件事故当時の本件技の

習熟度も高かった。

また，原告Ａに原告らが主張するような癖があったこと及びそれをＥ教

諭が認識していたとの事実は否認する。

イ Ｅ教諭の注意義務違反の有無

（原告らの主張）

本件事故は，本件高校の部活動中に同校体育館内で起こったものであり，

Ｅ教諭は，体操競技の実技訓練を行う部活動においては，生徒の試みる技

が高度になるほど重大な事故につながる危険性を伴うのであるから，体操

部顧問の教諭として，当該技の難度や生徒の習熟度などを考慮し，事故防

止のための適切な指導監督を行うとともに，物的設備を整えて安全な空間

を確保し，又は補助者を確保するなどの十分な事前措置を講ずるべき義務

があったにもかかわらず，以下のとおり，その義務を怠った。Ｅ教諭が上

記各義務を履行していれば，本件事故を未然に防止することができたので

あるから，被告の公務員であるＥ教諭の上記義務違反は，その職務に関し

て，原告らに対する不法行為を構成し，被告は，国家賠償法１条１項に基



づく責任を負う。

（ア）本件技の開始前の試技中止の指示義務

Ｅ教諭は，上記のような原告Ａの習熟度及び癖が存在する状況の下では，

原告Ａが平行棒上での倒立時に大きくバランスを崩した時点で，試技を続

行することによる事故発生等の危険を予測し，試技のやり直しや倒立の中

止を指示するなどの措置をとって，事故の発生を防止すべき義務を負って

いたにもかかかわらず，漫然と不安定な姿勢からの試技の続行を指示する

などして上記義務を怠った結果，原告Ａは肩が前方に出た不安定な体勢で

スイングを行うことになり，本件事故が発生したのであるから，Ｅ教諭の

行為は注意義務に違反するものである。

なお，原告Ａは，少なくとも，本件技に関して，Ｅ教諭の指示に反して

自ら演技を中止したことはなかったし，Ｅ教諭は，原告Ａ自身の判断にか

かわらず，顧問の教諭として上記の義務を負うのであるから，原告Ａが自

己の判断で試技を中止しなかったことは，Ｅ教諭の注意義務違反の有無と

は無関係である。

（イ）本件技の開始後の試技中止の指示義務

仮にバランスを崩した時点で事故の発生が予測できなかったとしても，

Ｅ教諭は，前記状況に加え，飛び出しの角度や回転速度を見れば，遅くと

も原告Ａがスイングに入った段階で，身体が前方に飛び出し，マットの端

を越えて落下することは予測できたというべきであり，そうであれば，そ

の段階で試技の中止を指示し，回転を緩めさせることで前方への飛び出し

速度や距離を抑えることが可能であったのであるから，試技を続行させた

行為が注意義務に違反するものであることは同様である。

（ウ）本件技の試技を行うに当たっての安全な環境整備義務

本件事故時に使用されていたマットは摩耗により着地に使用するには危

険な状態であり，Ｅ教諭自身も，器械体操の競技経験がなく，補助者とし



ての十分な技能を有していなかった。

そして，Ｅ教諭は，前記ア（原告らの主張）の原告Ａの本件技の習熟度

や癖の存在を考慮すれば，本件技において，宙返り下りの際の勢いで身体

が，少なくとも平行棒の高さ（１．８メートル）と同程度の距離は前方に

飛び出すことが十分に予測できたのであるから，身体の落下が予想される

前方方向にマットを敷き，又は補助者を置くなどの措置をとるべき義務を

負っていたにもかかわらず，縦３メートル・横２メートルのマットを，平

行棒（長さ３．５メートル）の左側に，その中心から前後１．５メートル

を覆う程度に敷いた上で，Ｅ教諭が原告Ａの左側横に補助者として位置し

たのみで，平行棒の前端部分の下にはマットがない状態のまま，前方方向

に補助者を置くこともせずに，前記イのとおり不安定な姿勢からの試技の

続行を指示したものである。また，摩耗したマットを２枚重ね，マットの

上面と床面との間に４５センチメートルもの大きな高さの差を生じさせて

おり，競技者がマットの端に落下して床面に転落した際には，重大な事故

が発生する危険を孕んでいた。そうであるにもかかわらず，Ｅ教諭は，危

険防止のための上記義務を怠った結果，本件事故を惹起したのであるから，

Ｅ教諭の行為は注意義務に違反するものである。

（被告の主張）

Ｅ教諭の注意義務違反に関する原告らの主張は，以下のとおり争う。Ｅ

教諭は，危険防止のための考え得る措置を尽くしており，同人の行為に注

意義務違反はない。

（ア）本件技の開始前の試技中止の指示義務について

本件事故直前に，原告Ａはバランスを崩したが，その程度は平行棒の

演技において一般的によく見られる程度で，試技を続行するのに何ら支

障が存しなかった。また，原告Ａはその後，両手を戻してバランスを立

て直し，通常どおり，両腕を上下に揺らしながらタイミングを計る動作



を行っており，Ｅ教諭は上記事実を確認した上で試技の続行を指示した

のである。そして，原告Ａが，Ｅ教諭の指示があっても自己の判断で試

技を中止することは十分にできたにもかかわらず，試技を続行したこと

は，原告Ａ自身も何ら危険性を感じていなかったからであり，原告Ａの

技術，習熟度をも考慮すると，Ｅ教諭が本件事故が発生する危険を予測

することは不可能であったのであり，その行為に何ら注意義務違反はな

い。

（イ）本件技の開始後の試技中止の指示義務について

本件事故直前に，原告Ａがスイングに入った時点では，同人の手は平

行棒から離れておらず，試技の流れにも異常は見られなかったのである

から，原告Ａの身体が前方に飛び出し，マットの端を越えて落下するこ

とは予測不可能であった。

前提事実にある本件事故の原因は，事後的な考察に基づくものにすぎ

ず，これをＥ教諭が認識し得たものではないし，スイング中は，身体に

回転の負荷がかかっており，その途中に中止を指示しても，演技者が瞬

時に回転を緩めることはできないのであり，演技者を混乱させてより危

険であるから，スイングに入った時点でＥ教諭が試技の中止を指示しな

かったことについても注意義務違反はない。

（ウ）本件技の試技を行うに当たっての安全な環境整備義務について

本件事故当時使用していたマットは，中央部分に自然損耗による摩耗

が見られたものの，使用に問題がある程度ではなく，本件事故で原告Ａ

が着地した部分にはほとんど摩耗は見られなかったし，Ｅ教諭は，本件

高校の体操部を１４年間にわたり指導しており，補助者としての技能も

十分に有していた。

平行棒の演技では，平行棒の高さと前方への移動距離に物理的関連性

はなく，また，原告Ａに原告らの主張するような癖がなかったことは前



記ア（被告の主張）のとおりである。そして，技の習熟度如何にかかわ

らず，平行棒の柱より前方に演技者が落下することは考えがたいのであ

り，本件事故以前に，そのような事態や平行棒の中央部に位置する補助

者が補助できないような事態が発生したことはなく，また，他校におい

てもそのような事態が発生した事実や平行棒よりも前方にマットを設置

している例を耳にしたこともなかった。加えて，原告Ａからも平行棒よ

り前方にマットを設置してほしいとの申し出を受けたこともなかった。

したがって，本件事故はＥ教諭にとって予測不可能なものであった。

また，平行棒の演技において競技者がマットに着地する際には，競技

者自身の体重に加え，身体の落下・回転運動によって負荷された重力が

かかってマットが大きく圧縮されるため，着地部分におけるマット上面

と床面とは，実際の着地時には，原告らの主張するような４５センチメ

ートルもの大きな差は生じない。

したがって，Ｅ教諭は，本件技の試技において演技者が落下するおそ

れがあると考えられる場所には全てマットを設置し，補助者として平行

棒の中央部に立っており，事前準備は十分なものであったから，この点

に注意義務違反はない。

（２）原告Ａの損害

（原告Ａの主張）

本件事故と相当因果関係のある原告Ａの損害は，別紙原告Ａの損害計算書

に記載したとおり合計１億７１１６万９３２０円であり，その内容は以下の

とおりである。

ア 原告Ａは，本件事故により，頚髄損傷の傷害を負い，四肢不全麻痺の後

遺障害が生じた。上記後遺障害は，独立行政法人Ｈに関する省令（平成１

５年文部科学省令第５１号）第２３号が規定する後遺障害別等級の第３級

の３（神経系統の機能又は精神に著しい障害を残し，終身労務に服するこ



とができないもの）に該当するとの認定を受けた。

そして，原告Ａは，上記傷害及び後遺障害のため，以下のとおり合計１

億８８６２万８４７３円の損害を被ったところ，これらの損害は，いずれ

もＥ教諭の注意義務違反と相当因果関係のある損害である。なお，原告Ａ

は，独立行政法人Ｈ及びＩ互助会から，本件事故による傷害及び後遺障害

に関して，合計３３０２万円の給付（下記（ア）で治療費から控除するも

のを除く。）を受けているため，これを控除した１億５５６０万８４７３

円が原告Ａの損害となる。

（ア）治療費         １５万３７００円

原告Ａは，本件事故による傷害及び後遺障害の治療のため，以下の入

院及び通院治療のために合計１３０万９１４７円の治療費を支払い又は

支払予定である。このうち下記１，２の入院治療費として１１５万５４

４７円を独立行政法人Ｈから支給を受けているため，これを控除した残

額１５万３７００円（詳細は別紙原告Ａの損害計算書（１）のとおりで

ある。）が本件事故と相当因果関係のある損害となる。

１ Ｊ大学病院       入院日数８４日間

２ Ｋ病院         入院日数８８日間

３ Ｌ病院         通院日数２日

４ Ｍ整形外科       通院日数３６０日

５ Ｎ病院         通院日数２日

６ Ｏ整形外科       通院予定日数 ４１８日

（イ）入院諸雑費         ２５万８０００円

Ｊ大学病院（入院８４日間）及びＫ病院（入院８８日間）における入

院諸雑費は１日当たり１５００円，１７２日間の合計２５万８０００円

を下らない。

（ウ）通院交通費        ２０万５０００円



原告Ａの症状の程度に鑑みれば，近親者による入院及び通院の付添い

は不可欠であるから，その交通費も本件事故と相当因果関係のある損害

となる。その詳細は別紙原告Ａの損害計算書（３）のとおりであり，そ

の額は以下のとおり合計２０万５０００円となる。

１ Ｊ大学病院        ９万７６８０円

２ Ｋ病院         １０万２８６０円

３ Ｌ病院            １４２０円

４ Ｎ病院            ３０４０円

（エ）付添看護費       ３３６万９０００円

原告Ａの症状の程度に鑑みれば，近親者による入院及び通院の付添い

は不可欠であるから，その費用は本件事故と相当因果関係のある損害と

なる。その額は，入院付添費として１日当たり６０００円，通院付添費

として１日当たり３０００円が相当であり，その合計額は３３６万９０

００円となる。

１ 入院付添費（１７２日）  １０３万２０００円

２ 通院付添費（７７９日（Ｍ整形外科 ３６０日，Ｎ病院 １日，

Ｏ整形外科 ４１８日）） ２３３万７０００円

（オ）将来の介護費及び雑費   ４８６１万８５８４円

原告Ａは本件事故によって生じた四肢不全麻痺等の後遺障害により，

日常生活に困難を来しており，また，補助器具の使用により歩行は可能

であるものの，短い距離の歩行も困難であるなど，将来にわたり日常生

活に介護を要する状態であり，その介護費用は１日当たり６０００円を，

必要な雑費は１日当たり１０００円を下らない。

したがって，上記各日額の３６５日分に症状固定時の原告Ａの年齢で

ある１７歳の男子の平均余命年数（６２年）に対応するライプニッツ係

数１９．０２８８を乗じた額である将来の介護費用（４１６７万３０７



２円）及び雑費（６９４万５５１２円）の合計４８６１万８５８４円は，

本件事故と相当因果関係にある損害である。

（カ）装具・器具購入費      ２７５万７３７４円

原告Ａは，本件事故による傷害及び後遺障害により，頚椎装具，コン

フォートクラッチ，短下肢装具及び車いすが必要となり，これらを購入

した。

その費用は，別紙原告Ａの損害計算書（７）のとおり，将来の買い替

え費用を含めて合計２７５万７３７４円を下らない。

（キ）家屋改造費等        ８２１万６５００円

原告Ａは，後遺障害により電車通学が困難であるため，大学への進学

に際して下宿生活を余儀なくされ，また原告Ａの両親が介護のために下

宿宅を訪問せざるを得ないなど，別紙原告Ａの損害計算書（８）のとお

り，下宿費用及び交通費等の５２１万６５００円の支出を要している。

また，原告Ａが将来自宅で生活するためには家屋や自動車を改造す

る必要があり，その費用は３００万円を下らない。

（ク）文書料             ２万３１００円

原告Ａは，本件事故による傷害や後遺障害に関して，別紙原告Ａの損

害計算書（９）のとおり，各病院に対する文書料として合計２万３１０

０円を支払った。

（ケ）通学付添費         １３０万５０００円

原告Ａは，本件事故による傷害及び後遺障害により，本件高校を卒業

するまでの２６１日間は両親による通学付添を要したのであり，その費

用は１日当たり５０００円，合計１３０万５０００円を下らない。

（コ）逸失利益         ９３７２万２２１５円

原告Ａは，本件事故による後遺障害により終身労務に服することがで

きない状態にあり，その逸失利益は，労働能力喪失率を１００％として，



平成１７年度の大卒男子の平均賃金（６７２万９８００円）に，症状固

定時の原告Ａの年齢である１７歳から平均稼働年齢である６７歳までの

期間（５０年）に相当するライプニッツ係数１８．２５５９２５４６か

ら，大学卒業までの期間（５年）に相当するライプニッツ係数４．３２

９４７６６７を引いた値を乗じた額である９３７２万２２１５円となる。

（サ）入通院慰謝料        ５００万円

原告Ａは本件事故による傷害や後遺障害の治療のため，前記のとおり

入院１７２日，通院期間３年以上を要しており，これに対する慰謝料は

５００万円を下らない。

（シ）後遺障害慰謝料      ２５００万円

原告Ａは本件事故によって生じた四肢不全麻痺等の後遺障害により，

日常生活に困難を来すなど，その将来の社会生活に不安を抱えており，

このような精神的苦痛による慰謝料は２５００万円を下らない。

イ 弁護士費用         １５５６万０８４７円

前記アの損害額の合計の１割に相当する１５５６万０８４７円の弁護士

費用を本件事故と相当因果関係のある損害として認めるのが相当である。

（被告の主張）

ア 原告Ａの主張のうち，原告Ａが本件事故により頚髄損傷の傷害を負い，

後遺障害別等級の第３級の３の認定を受けたこと，Ｊ大学病院，Ｋ病院及

びＬ病院に原告Ａ主張の期間入院及び通院したこと並びに独立行政法人Ｈ

及びＩ互助会から３３０２万円の支払を受けたことは認め，その余は不知

又は争う。

イ 個別の損害項目について

（ア）交通費及び付添看護費

原告Ａは本件事故当時高校２年生であることや入院先の各病院が大規模

な病院であること等を考慮すると，家族の付添が必要であったとはいえ



ない。

（イ）将来の介護費及び雑費

原告Ａは現在一人暮らしをしており，家族が原告Ａの居宅を訪問する

回数も１週間から１０日に１回程度であるから，原告Ａが日常生活に介

護を要する状態であるとはいえない。

（ウ）家屋改造費等

原告Ａの自宅はバリアフリー設計であって，原告Ａは高校卒業までの

間，大きな改修をすることなく自宅で生活できていたのであるから，こ

れを改造する必要はない。

また，原告Ａが進学した大学は，本件事故後に原告Ａ自らが志望校と

して選択して入学したのであるから，その下宿に要する費用を本件事故

と相当因果関係のある損害ということはできない。さらに，仮に下宿ま

での交通費を算定するとしても，家族が原告Ａの下宿宅を訪問する回数

も１週間から１０日に１回程度であるから，これを基に算定すべきであ

る。

（エ）通学付添費

通学付添費用が１日当たり５０００円と算定される根拠は不明である。

（オ）逸失利益及び後遺障害慰謝料

原告Ａは，臨床心理士になることを目指して現在の大学に進学したの

であり，前記のとおり，日常生活を１人で行っている上，パソコンの使

用も可能であるなど，少なくとも終身労務に服することができない状態

ではないことが明らかである。

（３）原告Ｂ及び原告Ｃの損害

（原告Ｂ及び原告Ｃの主張）

ア 原告Ｂ及び原告Ｃは，原告Ａが重大な後遺障害を抱えるに至ったことで，

子の生命侵害にも比肩し得べき精神的苦痛を被ったのであり，また，原告



Ａの介護につき中心的役割を担い，将来に大きな不安を抱いていること等

の事情も考慮すると，その慰謝料はそれぞれ５００万円を下らない。

イ 弁護士費用として慰謝料額の１割であるそれぞれ５０万円が相当である。

（被告の主張）

原告Ｂ及び原告Ｃの主張は争う。

（４）過失相殺に準じた減殺及び損益相殺

（被告の主張）

ア 過失相殺に準じた減殺

Ｅ教諭に注意義務違反が認められるとしても，体操競技の練習には高度

の危険性が内在すること，原告Ａは本件事故当時体操歴約３年を有する高

校２年生であって，体操に関する基礎的知識及び技術を有しており，上記

危険性を認識した上で自ら本件技の試技を行ったこと，補助者はあくまで

受動的かつ補充的な危険防止策を講じることができるにすぎず，試技の進

行自体を制御することはできないこと等の事情を考慮すると，原告らの損

害額の算定に当たっては，過失相殺の場合に準じて相当の減殺を行うべき

である。

イ 損益相殺

原告Ａは，年額約７０万円の障害基礎年金を受給しており，また，身体

障害者手帳の交付により交通費については５割の割引を，その他の装具器

具の購入や家屋改造，居宅介護等が必要な場合は，原則１割負担でサービ

スの受領が可能であるから，原告Ａの損害額の算定に当たっては，これら

の点を損益相殺として考慮すべきである。

（原告らの主張）

ア 過失相殺に準じた減殺について

原告Ａは，Ｅ教諭の指導の下で本件技の試技を行ったのであり，その行

為に何らの過失も存在せず，過失相殺に準じた減殺が認められる余地はな



い。

イ 損益相殺について

障害基礎年金や交通費等の公的給付は，将来にわたって給付されるかど

うかが未確定であるから，これを損益相殺の対象とすべきではない。

第３ 判断

１ 本件事故に係るＥ教諭の注意義務違反の有無

（１）本件事故時の原告Ａの習熟度について

ア 証拠（甲１９の１ないし９，２０，２１，乙６，証人Ｐ，証人Ｅ，原告

Ａ本人）によれば本件事故に至る経緯について，以下の事実が認められる。

（ア）原告Ａは，平成１６年１１月に開催された新人大会の平行棒の競技で

は，Ａ難度の技である後方抱え込み１回宙返り下りを行っており，その

後，平成１７年３月に，本件高校の体操部員約１５名とともに，Ｅ教諭

の引率でＦ大学の設備を利用して練習を行った際や，同月中旬に，本件

高校体操部員であるＰ及びＱとともに，Ｅ教諭の引率でＧ高校のピット

設備を利用した練習に行った際にも，本件技の練習を行わなかったが，

同年４月中旬に，上記同様にＧ高校にピット設備を利用した練習に行っ

た際には，本件技の練習を行った。

（イ）平成１７年４月末ころに開催された平成１７年度大阪高校春季大会に

おいては，従前の大会における２部での成績が上位であった結果，本件

高校は１部男子団体総合の部門に出場することとなり，原告Ａも，１部

男子個人平行棒の部門に出場して４５人中４３位という成績を得たが，

同大会は規定演技のみを競技内容とする大会であったため，原告Ａがこ

れに向けて本件技を練習するということはなかった。

（ウ）原告Ａは，本件高校にはピット設備がないことから，平成１７年５月

２４日に本件事故が発生するまでの間，着地地点にマットを複数枚重ね

て設置し，宙返りの回転を大きくしていくなど段階的な練習を行ってい



たが，実際に競技を行う場合と同じ状況での試技を行ったことはなかっ

た。

イ この点，被告は，上記新人大会直後から原告Ａが本件技を目標に定めて

練習を重ねており，平成１７年４月のＧ高校における練習時までには段階

練習の最終段階までほぼ失敗することなくこなせるようになっており，同

高校のピット設備を用いた練習では，足からの着地にも成功するなど試技

が可能な習熟度に達していた旨主張し，Ｅ教諭もこれに沿う供述をする

（証人Ｅ）。

しかしながら，仮に，原告Ａが，被告の主張するような早い時期から本

件技の練習を重ねていたのであれば，新たな技を練習する貴重な機会であ

る二度のピット設備を利用した練習の際に本件技の練習を行わなかったこ

とや，本件技の練習を行ったことが認められる平成１７年４月のＧ高校の

設備を利用した練習以降，本件事故時まで試技を行っていないことには合

理的な理由がないといわざるを得ず（Ｅ教諭は，原告Ａが試技を行う気持

ちになるのを待っていた旨供述する（証人Ｅ）が，原告Ａの習熟度が被告

が主張する程度に達していたのであれば，次の段階である試技に早急に取

り組むものと考えられるところであるから，上記のような理由は１か月も

の間試技を行わない理由として合理的なものとはいえず，この点に関する

Ｅ教諭の供述は信用できない。），被告の主張は採用することができない。

そして，本件技はＣ難度であって，それまで原告Ａが行っていたＡ難度

の技（後方抱え込み１回宙返り下り）やこれにひねりを加えた技（Ｂ難

度）と比較して，技の難易度としては相当高いものであること（証人Ｒ）

やピット設備における上記練習状況等の事情を考慮すると，原告Ａの本件

技の習熟度は，平成１７年３月の段階ではピット設備においても試技を行

うことができない程度の状態であったというべきである。そうであれば，

本件高校における体操部の練習時間が１種目週２回，午後４時から午後７



時であり，また練習環境もマット数が８枚程度であり，原告Ａのみが大量

にこれを独占して使用することは困難な状況であったこと（証人Ｐ，証人

Ｅ，原告Ａ本人）等の事情を前提とすると，その後も，本件事故時までに

試技に至るまでの段階練習を尽くしていたといえるほどの十分な練習を重

ねていたとは到底認めることはできない。

以上によれば，原告Ａの本件技の習熟度は，少なくとも平成１７年３月

の段階ではピット設備においても試技を行うことができない程度の状態で

あったというべきであり，本件事故時においても未だ高い状態に達してい

たとはいえないものであったと推認される。

（２）Ｅ教諭の具体的注意義務違反の有無

ア Ｅ教諭は原告Ａの所属する本件高校の体操部の顧問であるところ，部活

動の顧問としては，部活動の内容である運動等に内在する危険性を十分に

理解した上で，活動を行う部員の安全を確保するための十分な事前措置，

指導をなすべき義務を負っているということができる。

これを本件についてみると，本件事故の原因である平行棒の演技は，空

中での演技を内容としており，着地の際には身体を回転させるなどするた

め，失敗した場合には必然的に床等で身体を強打して傷害を負う高度の危

険性を内在するものであるということができる。

そうであれば，顧問であるＥ教諭は，部員が新たに難易度が増した技に

挑戦するような場合，当該生徒の技量，技の習熟度，失敗の可能性や危険

性等を考慮して，仮に演技が成功しなくとも，最低限身体の強打等による

傷害や後遺障害を負うことがないよう，十分な補助態勢やマット等の設備

を整えた上で，自らの指導の下で演技を行わせるべき注意義務を負ってい

ると解するのが相当である。

イ この点，本件事故におけるＥ教諭の上記注意義務違反の有無を検討する

前提となる具体的事情として，以下の事実が認められる。



（ア）原告Ａの技量及び本件技の習熟度

証拠（甲１，証人Ｒ，証人Ｅ）によれば，原告Ａは，平行棒の演技に

おいて，Ａ難度の技を安定してこなすことができ，本件事故直前には本

件技の試技を一度は成功させるなど，相当程度の技量を有していたこと

が認められ，これは原告Ａが平成１７年の春季大会において１部の部門

に出場したことからも裏付けられる。なお，原告らは，原告Ａが平行棒

の演技において，着地で身体が前方に飛び出す原因となる肩が前方に出

る癖があった旨主張するが，これを認めるに足りる的確な証拠はない。

他方，原告Ａの本件技の習熟度は，既に説示したとおり，少なくとも

平成１７年３月の段階ではピット設備においても試技を行うことができ

ない程度の状態であったというべきであり，本件事故時においても未だ

高いとはいえないものであった。

（イ）Ｅ教諭の指導状況

Ｅ教諭は体操競技の経験を有しておらず，体操部の指導方法について

は民間の体操クラブの練習方法等を参考にするなどして独学で学んだの

であるが，平行棒においてＣ難度の技を一から指導した経験はなく，体

操部の練習への立会いは週２，３回，各１時間程度であった（証人Ｅ）。

また，証拠（証人Ｅ，原告Ａ本人）によれば，Ｅ教諭は，体操部員が

新たな技を行う場合には報告を義務づけていたものの，原告Ａの本件技

の練習を特別に指導することはなく，他の部員に対する指導と同様の指

導を行う程度であり，本件事故時の原告Ａによる試技の際においても，

事前の練習状況を確認することなく，立ち会った直後に試技を開始させ

たものと認められる。

（ウ）本件技の失敗による危険性

次に本件技の失敗による危険性を検討するに，被告は，本件事故のよ

うに，本件技によって演技者が支柱を越えて前方に飛び出すことを予見



することは困難であったと主張する。

しかしながら，証拠（証人Ｐ，証人Ｒ，証人Ｅ）によれば，本件技を

含む平行棒の着地技において，前方へ飛び出すことが必ずしも稀な事態

ではなく，演技者の習熟度や技の内容によっては支柱付近まで飛び出す

こともあり得ることが認められるのであり，これらの点に加え，平行棒

公式競技用マットが前後に相当長く設置される形態となっていること

（甲３０），高校の部活動においても設備が整っていれば前後の十分な

範囲にマット等が設置されていること（甲１７，２６），本件技は倒立

状態から前方に足をスイングさせ，回転力を突き手によって上方への飛

び出す力とするものであり，スイング後の回転不足や姿勢，突き手の失

敗によっては回転力が前方への推進力となることも十分にあり得るもの

であることなどを考慮すると，本件技を失敗した場合，演技者（本件事

故時においては原告Ａ）の身体が前方方向に支柱を越えて飛び出すこと

も十分に想定し得るところであり，このことを顧問であるＥ教諭も予見

できたものと認められる。

   ウ 以上の点を前提に，原告らの主張するＥ教諭の具体的義務違反の有無を，

以下検討する。

（ア）本件技の開始前の試技中止の指示義務について

原告らは，本件事故の際，原告Ａは演技中にバランスを崩したのであ

るから，Ｅ教諭は，その時点で一旦演技を中止させるべきであったと主

張する。

この点，証拠（甲１）によれば，本件事故の際，原告Ａは本件技を開

始する直前の倒立状態において，一旦バランスを崩しかけたことが認め

られる。しかしながら，原告Ａは，その後，身体を揺らしながら体勢を

改めて整えた上で自らタイミングを計りながら本件技を開始しているこ

とが認められ，その直前に一度試技を成功させていることも考慮すると，



上記バランスを崩した点から直ちにその時点で試技を中止させるべき義

務があったということはできず，この点に関する原告らの主張は採用す

ることができない。

（イ）本件技の開始後の試技中止の指示義務について

また，原告らは，本件事故の際，原告Ａが本件技を開始した直後には，

その姿勢等から前方への飛び出しが予想できたのであるから，その時点

で，Ｅ教諭は試技を中止させるべき義務を負っていたと主張する。

そして，証拠（甲１，２２，乙４，証人Ｐ，証人Ｒ，証人Ｅ）によれ

ば，原告Ａが倒立状態からスイングに入った直後には肩が前方に出てい

る姿勢となっていることから失敗の可能性が客観的に認められること，

Ｅ教諭もその時点で１回目の試技とは明らかに異なる補助態勢をとろう

としていることから何らかの異常に気付いていたことが認められる。

しかしながら，既に動作を開始している状況でこれを中止させること

は通常行われないこと（証人Ｒ）に加え，前掲証拠によれば，本件技の

開始から突き手までの間隔は約１．５秒，姿勢の異常が見られてからの

間隔は僅か０．５秒程度であり，Ｅ教諭が姿勢の異常を発見したとして

も，上記時点でＥ教諭が直ちに前方への飛び出しによる本件事故の発生

を予見して，試技を中止させることは困難であったといわざるを得ず，

この点ついてＥ教諭に注意義務違反があるとはいえない。

（ウ）本件技の試技を行うに当たっての安全な環境整備義務について

さらに，原告らは，Ｅ教諭は，原告Ａに本件技の試技を行わせる際に

は，原告Ａの習熟度や失敗の危険性を考慮すると，身体の落下が予想さ

れる前方方向にマットを敷き，又は補助者を置くなどの措置をとるべき

義務を負っていたと主張する。

この点，前記イ記載の原告Ａの技量及び本件技の習熟度並びに本件技

の失敗の可能性及びその場合の危険性を考慮すれば，既に説示したとお



り，Ｅ教諭は，原告Ａに本件技の試技を行わせる際においては，原告Ａ

が着地の宙返り下りを失敗して，回転の勢いで身体が支柱を越えて大き

く前方に飛び出すことも十分に予見できたといえる。

そして，Ｅ教諭は，本件事故時において，１人で原告Ａが着地する予

定の方向で平行棒の中心付近で補助に備えていた（甲１，証人Ｅ）とい

うのであり，このような補助態勢を前提とすると，着地の際に前方や後

方に身体が飛び出した場合にはこれを補助者において受けとめることは

困難であることが明らかであるから，そうであれば，身体の落下が予想

される前方方向の広い範囲にわたってマットを敷くことで，仮に補助者

が受けとめることができなくとも，着地の失敗による身体の打撲等を防

止すべき注意義務を負っていたというべきである。

これに対し，本件事故時のマットの敷設状況は，前提事実のとおり，

支柱から３０センチメートルないし４０センチメートルのみが出ている

状態（乙３の１ないし４）であったのであり，前方に大きく飛び出した

場合も想定したときには，安全確保のためには不十分な範囲での敷設で

あったといわざるを得ない。なお，証拠（証人Ｅ，原告Ａ本人）によれ

ば，本件事故以前にマットの劣化によって原告Ａが足を骨折する事故が

発生したことがあったと認められ，Ｅ教諭は当該事故後に特段の措置を

講じることもなかったというのであるから，上記のような敷設方法に加

え，マット等の設備そのものについての配慮が不十分であったことも否

定できない。

そして，本件事故の態様（甲１）からして，原告Ａが着地した部分を

含む前方の十分な範囲にマットの敷設等を行っていれば，原告Ａが着地

した際に前頭部を床面に強打することはなく，本件事故の発生を防止す

ることができたというべきであり，Ｅ教諭の本件事故時における指導監

督は，この点に関する注意義務に違反していたというべきである。



エ 以上によれば，本件事故の発生について，Ｅ教諭には，体操部の顧問と

して，部員である原告Ａの練習活動の指導監督についての注意義務違反が

認められ，本件事故はこれによって発生したということができるから，被

告の公務員であるＥ教諭の上記義務違反は，その職務に関して，原告らに

対する不法行為を構成し，被告は，国家賠償法１条１項に基づく責任を負

う。

２ 原告Ａの損害

証拠（甲２，３，２０，２７，２８）によれば，原告Ａは，本件事故によっ

て頚髄損傷の傷害を負い，本件事故直後には身体が全く動かず，生命の危険も

生じる状態であったが，その後の手術，入院及び通院による治療並びにリハビ

リテーションによって車いすを使用しての移動や杖を使用しての歩行が可能な

程度に回復し，平成１８年７月２９日には症状の固定が確認されたこと，症状

固定時において，原告Ａには，後遺障害として，四肢に中等度の痙性麻痺と感

覚障害（鈍麻，異常成覚，痛み）が生じており，両上肢は巧緻性障害が認めら

れるとともに５キログラム以下の物しか持つことできず，また，両下肢は，支

持，耐久性に乏しく，転倒しやすく，１キロメートル以下の歩行も困難である

という状況であることが認められる。

そして，原告Ａは，上記後遺障害のため，日常生活においてもゆっくりとし

か移動ができず，下肢の麻痺による転倒で全身に打撲を負うことがあり，入浴

については時に介護が必要な状況となっている（甲２，３，２５）。

そこで，以上のような原告Ａの状況を前提に，本件事故と相当因果関係があ

る損害を，以下検討する。

（１）治療費（認定額２万１５３０円）

    原告Ａは，本件事故によって生じた傷害及び後遺障害の治療のため，入院

及び通院による治療を受け，その治療費として合計１３０万９１４７円を支

払ったとし，既に支給を受けたＪ大学病院及びＫ病院の入院治療費１１５万



５４４７円を控除した１５万３７００円の請求をしている。

    そして，証拠（甲２，３，５，６，８（枝番を含む。以下同じ。））及び

弁論の全趣旨によれば，原告Ａは，本件事故によって生じた傷害及び後遺障

害の治療のため，上記入院治療費以外にＬ病院１万２０３０円，Ｋ病院（個

室使用料）８万８２００円，Ｍ整形外科１万７０００円（１月当たり１００

０円×１７か月），Ｎ病院５００円及びＯ整形外科４万８０００円（１月当

たり１０００円×４８か月）の合計１６万５７３０円を支払い又は支払予定

である事実が認められる。

    この点，上記治療費のうち，Ｋ病院における個室使用料８万８２００円

（甲６の１）については，その必要性を認めるに足りる証拠はなく，これを

本件事故と相当因果関係のある損害と認めることはできない。また，通院治

療に係る費用については，症状固定日である平成１８年７月２９日までに対

応する２万１５３０円（Ｌ病院１万２０３０円，Ｍ整形外科平成１７年１１

月から平成１８年７月まで（９か月間）に相当する９０００円，Ｎ病院５０

０円）を本件事故と相当因果関係のある損害と認めるのが相当である。

よって，原告Ａが支払い又は支払予定である治療費１６万５７３０円のう

ち上記個室使用料８万８２００円及び症状固定費日以降の通院による治療費

５万６０００円（Ｍ整形外科中平成１８年８月以降の合計８０００円とＯ整

形外科の合計４万８０００円）を控除した合計２万１５３０円が，本件事故

と相当因果関係のある損害と認められる。

（２）入院諸雑費（認定額２５万８０００円）

    原告は，Ｊ大学病院（８４日間）及びＫ病院（８８日間）に合計１７２日

間入院して治療を受けており，その間の入院諸雑費として１日当たり１５０

０円を本件事故と相当因果関係のある損害と認めるのが相当であるから，そ

の合計は２５万８０００円となる。

（３）交通費（認定額１９００円）



    証拠（甲２，３，５，６，８）及び弁論の全趣旨によれば，本件事故によ

って生じた傷害及び後遺障害の治療のため，別紙原告Ａの損害計算書（３）

記載のとおり，入院及び通院による治療のための交通費として，合計２０万

５０００円を要した事実が認められる。

    この点，原告Ａの主張する入院及び通院による治療のための交通費のうち，

原告Ａ以外の家族に係る部分については，下記（４）の付添看護費として填

補されるべき損害であって，それとは別にここで損害と認めることはできな

い。また，原告Ａに係る交通費のうち，本件事故と相当因果関係のある損害

と認められるのは，上記治療費と同様，症状固定日である平成１８年７月２

９日までの部分というべきである。

よって，原告Ａの主張する別紙原告Ａの損害計算書（３）の交通費のうち

症状固定日である平成１８年７月２９日までの原告Ａ自身の交通費の合計１

９００円（Ｌ病院１４２０円，Ｎ病院４８０円）が，本件事故と相当因果関

係のある損害と認められる。

（４）付添看護費（認定額１５８万７０００円）

本件事故による原告Ａの受傷状況や治療状況は既に認定説示したとおりで

あり，その内容を前提とすると，原告Ａの入院及び通院による治療には家族

等の介護が必要であったというべきであり，近親者の入院付添費として１日

当たり６０００円を，通院付添費として１日当たり３０００円を本件事故と

相当因果関係のある損害と認めるのが相当である。

そして，証拠（甲２，３，５，６）及び弁論の全趣旨によれば，原告Ａの

入院日数は１７２日であり，通院日数（治療費及び交通費と同様に，症状固

定日までの費用を相当因果関係のある損害と認めるのが相当である。）はＫ

病院を退院した後症状固定日までの期間を考慮した相当日数である１８５日

（１週間当たり５日×３７週間）と認められるから，付添看護費の合計は１

５８万７０００円（６０００円×１７２日＋３０００円×１８５日）となる。



（５）将来の介護費及び雑費（認定額２０８３万６５３６円）

本件事故による原告Ａの受傷状況や治療状況を前提とすると，原告Ａは将

来にわたって日常生活に介護を要する状況にあると認められ，その介護費用

としては，原告Ａが１人暮らしが可能な程度には回復していることなどの事

情も考慮すると，症状固定日から１日当たり３０００円を本件事故と相当因

果関係のある損害と認めるのが相当である。

なお，原告Ａの主張する将来の雑費については，その内容は将来の介護費

用に含まれるべきものであり，別途その必要性を認めるに足りる的確な証拠

はない。

よって，１年分の介護費用１０９万５０００円（３０００円×３６５日）

に症状固定日における原告Ａの年齢である１７歳男子の平均余命年数（６２

年）に対応するライプニッツ係数である１９．０２８８（小数点以下第５位

を四捨五入。以下で示すライプニッツ係数の値について同じ。）を乗じた２

０８３万６５３６円が，本件事故と相当因果関係のある損害と認められる。

（６）装具及び器具購入費（認定額２５万８４９７円）

証拠（甲９ないし１３）によれば，原告Ａが，本件事故後に身体補助に利用

するため，頚椎装具（１万９８２７円），コンフォートクラッチ（１万６２

８６円），短下肢装具（４万４２９０円）及び車いす（介助用８９２０円，

自走用２万３７７６円）を購入し，合計１１万３０９９円を支払った事実が

認められるところ，これらはいずれも本件事故によって生じた傷害及び後遺

障害を原因とした購入の必要性があるというべきであり，その支出は，本件

事故と相当因果関係のある損害と認められる。

また，弁論の全趣旨によれば，上記コンフォートクラッチの耐用年数は４

年，車いすの耐用年数は５年と認められるところ，買い替えのための将来の

費用は以下のとおり合計１４万５３９８円と認められ，これらもまた，本件

事故と相当因果関係のある損害と認められる。



よって，装具及び器具購入費のうち本件事故と相当因果関係のある損害は，

合計２５万８４９７円となる。

ア コンフォートクラッチ（７万１５２４円）

原告Ａは，本件事故後の平成１７年１０月２７日に最初のコンフォート

クラッチを購入しており（甲１０），このときを基準とした原告Ａの平均

余命年数を前提とすると，少なくとも１５回の買い替えが必要であると認

められるから，単価１万６２８６円に本件事故後４年目（最初の購入時か

ら耐用年数の４年が経過したとき）から６０年目までの４年ごとのライプ

ニッツ係数（４年目０．８２２７，８年目０．６７６８，１２年目０．５

５６８，１６年目０．４５８１，２０年目０．３７６９，２４年目０．３

１０１，２８年目０．２５５１，３２年目０．２０９９，３６年目０．１

７２７，４０年目０．１４２０，４４年目０．１１６９，４８年目０．０

９６１，５２年目０．０７９１，５６年目０．０６５１，６０年目０．０

５３５）の合計４．３９１８を乗じた７万１５２４円（１円未満切り捨て。

以下同じ。）

イ 車いす（７万３８７４円）

原告Ａは，本件事故から約２年が経過した平成１９年３月２９日に最初

の自走用車いすを購入しており（甲１３），このときを基準とした原告Ａ

の平均余命年数を前提とすると，少なくとも１２回の買い替えが必要であ

ると認められるから，自走用車いすの単価２万３７７６円（原告Ａは電動

車いすの利用も考慮した単価を主張するが，上記自走用車いすの購入費用

を超える費用の必要性を認めるに足りる的確な証拠はない。）に本件事故

後７年目（最初の購入時から耐用年数の５年が経過したとき）から６２年

目までの５年ごとのライプニッツ係数（７年目０．７１０７，１２年目０．

５５６８，１７年目０．４３６３，２２年目０．３４１８，２７年目０．

２６７８，３２年目０．２０９９，３７年目０．１６４４，４２年目０．



１２８８，４７年目０．１００９，５２年目０．０７９１，５７年目０．

０６２０，６２年目０．０４８６）の合計３．１０７１を乗じた７万３８

７４円

（７）家屋改造費等（認定額０円）

原告Ａが主張する損害のうち下宿負担費用については，原告Ａは自ら選択

した大学に通学していること（原告Ａ本人）も考慮すると，本件事故により

当該大学への進学及びそれに付随する下宿が必要不可欠であったような事情

があれば格別，本件においてはその必要性を認めることは困難であり，これ

を本件事故と相当因果関係のある損害と認めることはできない。

また，近親者の下宿までの交通費についても同様にその必要性は認められ

ないし，そもそも，近親者の交通費は介護費用として考慮すべきものであり，

それとは別に損害として認めることはできない。

さらに，将来の家屋改造費及び自動車改造費についても，原告Ａはその必

要性を主張するものの，現在までにこれに関する支出をした事実やその他将

来にわたってこれが必要となる具体的事情を何ら主張立証しないから，これ

を本件事故と相当因果関係のある損害と認めることはできない。

（８）文書料（認定額２万３１００円）

証拠（甲５ないし７）及び弁論の全趣旨によれば，原告Ａは，本件事故に

よって生じた傷害及び後遺障害に関する文書を作成するために，合計２万３

１００円を支出していることが認められるところ，本件事故の経緯並びに原

告Ａの傷害及び後遺障害の内容等を考慮すると，上記文書はいずれも作成の

必要性があったというべきであり，その支出は，本件事故と相当因果関係の

ある損害と認められる。

（９）通学付添費（認定額５２万２０００円）

証拠（甲２０，２７，２８，原告Ａ本人）及び弁論の全趣旨によれば，本

件事故後から本件高校卒業までの間，原告Ａの通学には少なくとも２６１回



にわたり原告Ａの母（原告Ｃ）が付き添っていたことが認められるところ，

上記原告Ａの傷害及び後遺障害の状況を前提とすると原告Ａは通学に付添い

を要する状況にあったということができ，その付添費用としては，１日当た

り２０００円を本件事故と相当因果関係のある損害と認めるのが相当である。

よって，原告Ａの通学付添費として５２万２０００円（２０００円×２６

１日）が，本件事故と相当因果関係のある損害と認められる。

（１０）逸失利益（認定額９３７２万１８８６円）

ア 前記のとおり，原告Ａには，本件事故によって頚髄損傷の傷害を負った

結果，四肢不全麻痺の後遺障害が生じており，証拠（甲４）によれば，原

告Ａの後遺障害は，後遺障害別等級の第３級の３（神経系統の機能又は精

神に著しい障害を残し，終身労務に服することができないもの）に相当す

るものとして，逸失利益算定の基礎となる労働能力喪失率は１００パーセ

ントと認めるのが相当である（なお，被告は，原告Ａが大学に進学し，就

労の意欲を示している等と主張して労働能力喪失率を１００パーセントと

することを争うが，原告Ａの後遺障害の状況は，既に述べたとおり，一定

の回復がみられるとはいえなお相当重度のものであり，被告の主張する事

情は上記認定を左右するものではない。）。

   イ また，原告Ａは，症状固定当時満１７歳の男子であり，その後大学に進

学しているのであるから，逸失利益の算定に当たっては，平成１７年度大

卒男子労働者全年齢平均給与額である６７２万９８００円に，１７歳から

６７歳（平均稼働年齢）までの５０年間に相当するライプニッツ係数（１

８．２５５９）から１７歳から２２歳（大卒者の就労可能年齢）までの５

年間に相当するライプニッツ係数（４．３２９５）を控除した１３．９２

６４を乗じた金額を基礎として，これに前記アの労働能力喪失率を乗じて

計算すべきである。

   ウ 以上の方法によって計算すると，本件事故と相当因果関係のある原告Ａ



の逸失利益は，９３７２万１８８６円と認められる。

（１１）入通院慰謝料（認定額３６０万円）

原告Ａの入院期間は１７２日間，通院期間は症状固定日まで約８か月半

であり，その入院期間及び通院期間に加え，後遺障害の程度，通院治療の

頻度等を考慮すると，入院及び通院によって生じた原告Ａの精神的苦痛に

対する慰謝料としては，３６０万円が相当である。

（１２）後遺障害慰謝料（認定額２０００万円）

前記（１０）アのとおり，原告Ａの本件事故によって生じた後遺障害は

後遺障害別等級の第３級に相当するものである。そして，原告Ａ本人の供

述によれば，原告Ａは現在でも日常生活に支障が生じていることが認めら

れ，その他本件に現れた一切の事情を総合考慮すると，上記後遺障害によ

って生じた原告Ａの精神的苦痛に対する慰謝料としては，２０００万円が

相当である。

（１３）過失相殺及び損益相殺

   ア 過失相殺について

被告は，原告Ａが本件技の危険性を認識した上で試技を行ったこと等を

主張して過失相殺又はこれに準ずる損害の減額を主張する。

しかしながら，原告Ａは本件高校の体操部に所属し，同部顧問のＥ教

諭の指導の下，これまでよりも高難度の本件技の習得を目指して練習を

行っていたのであり，原告Ａが既に身につけている技量からさらに高度

の技術を一つ一つ身につけながら，段階的に本件技を習得していくもの

と認められるから，その習得に至る過程においては，失敗をくり返すで

あろうし，それに伴う危険性も当然想定されるところである。そうであ

るからこそ，既に説示したとおり，Ｅ教諭において，本件技の危険性を

前提とし，かつ，原告Ａの習熟度等を考慮して，試技の失敗等も想定し

た上で安全な環境を整備すべき注意義務を負っていたと解されるのであ



る。これらからすると，本件技が危険を伴うものであり，また，原告Ａ

がそのことを認識していたからといって，そのことを理由に原告Ａの過

失ないしこれに準じるものとして損害額を減額すべき根拠とすることは

相当ではないというべきである。

したがって，この点に関する被告の主張は採用することができない。

イ 損益相殺について

（ア）原告Ａは，本件事故による傷害及び後遺障害に関して，独立行政法人

Ｈ及びＩ互助会から合計３３０２万円の給付（前記（１）で治療費から

控除するものを除く。）を受けており（当事者間に争いがない。），こ

れにより原告Ａの損害は一部填補されているから，上記給付金額は損害

から控除されるべきである。

（イ）なお，被告は，原告Ａが将来にわたって障害基礎年金を受給し，また，

福祉行政のサービスが利用できることを損害額の算定において考慮して

損益相殺をするべきであると主張するところ，証拠（原告Ａ本人）によ

れば，原告Ａは本件事故による後遺障害について，障害基礎年金の受給

資格を有していることが認められる。しかしながら，上記のような給付

を得たことによって受給者の損害賠償請求権が失われるのは，受給者が

現実に年金等を受給して損害が填補されたときに限られ，未だ現実の給

付がない以上，たとい将来にわたり継続して給付されることが確定して

いても，受給権者は損害賠償の請求をするに当たり，このような将来の

給付額を損害賠償債権額から控除することを要しないと解するのが相当

である。そして，本件においては，原告Ａが現実に年金等を受給して損

害が填補されたこと及びその金額等を具体的に認めるに足りる的確な証

拠はない。

したがって，将来の年金給付等を理由とする，被告の損益相殺の主張

は採用することができない。



（１４）以上によれば，本件事故による原告Ａの損害額（損益相殺後の額）は合

計１億０７８１万０４４９円であり，同額等に照らすと，本件事故と相当

因果関係がある原告Ａの弁護士費用は１０００万円が相当であると認めら

れる。

３ 原告Ｂ及び原告Ｃの各請求について

（１）本件事故によって原告Ａが負った傷害及び後遺障害は既に述べたとおり相

当重度なものであって，治療やリハビリテーションの結果一定の回復は認め

られるものの，本件事故直後には生命の危険も生じたというのであるから，

原告Ａの両親である原告Ｂ及び原告Ｃは，子である原告ＡがＥ教諭の不法行

為によって身体を害され，そのために同原告が生命を害された場合に比して

著しく劣らない程度の精神上の苦痛を受けたものと認められるから，被告に

対し，国家賠償法１条１項に基づき，自己の権利として慰謝料を請求するこ

とができると解するのが相当である。

（２）そして，原告Ａが負った傷害及び後遺障害の具体的状況等本件に現れた一

切の事情を総合考慮すると，本件事故によって生じた原告Ｂ及び原告Ｃの精

神的苦痛に対する慰謝料としては，各自２００万円が相当であり，同額等に

照らすと，本件事故と相当因果関係がある原告Ｂ及び原告Ｃの弁護士費用は

各自２０万円が相当であると認められる。

なお，被告の過失相殺の主張を採用することができないことは，既に説示

したとおりである。

４ 結論

   以上によれば，原告Ａの請求は，国家賠償法１条１項に基づく損害賠償金１

億１７８１万０４４９円及びこれに対する平成１７年５月２４日（不法行為の

日）から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求め

る限度で，原告Ｂ及び原告Ｃの各請求は，各自国家賠償法１条１項に基づく損

害賠償金２２０万円及びこれに対する平成１７年５月２４日（同上）から支払



済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の各支払を求める限度で，

それぞれ理由があるから，その限度で原告らの請求を各認容し，その余の請求

はいずれも理由がないからこれらを棄却することとし，訴訟費用の負担につき

民事訴訟法６４条本文，６５条１項本文，６１条を，仮執行の宣言につき同法

２５９条１項をそれぞれ適用して，主文のとおり判決する。

大阪地方裁判所第１１民事部

         裁判長裁判官    田 中 健 治

            裁判官    高 原 知 明

            裁判官    植 田    類


